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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 36(オ)201 原審裁判所名 名古屋高等裁判所 

事件名 土地所有権確認等請求 原審事件番号 昭和 32(ネ)149 

裁判年月日 昭和 40 年 5 月 27 日 原審裁判年月日 昭和 35 年 12 月 6 日 

法廷名 最高裁判所第一小法廷   

裁判種別 判決   

結果 その他   

判例集等 集民 第 79 号 201 頁   

 

判示事項 相続放棄の申述と民法第九五条の適用の有無。 

裁判要旨 相続放棄の申述についても、民法第九五条の適用がある。 

 

全 文 

主    文 

 一 第一審判決添付第一目録記載の物件に関する部分につき、本件上告を棄却する。 

 二 第一審判決添付第二目録記載の物件に関する部分につき、 

（一）上告人ならびに被上告人Ｂ１、同Ｂ２、同Ｂ３、同Ｂ４、同Ｂ５および同Ｂ６の間に

おいて、原判決を破棄する。 

（二）上告人および被上告人Ｂ７の間において、 

（１）上告人の共有持分確認を求める部分について、原判決を破棄する。右部分につき被

上告人Ｂ７の控訴を棄却する。 

 （２）被上告人Ｂ７の共有持分確認を求める部分について、原判決を破棄し、第一審判決

を取り消す。 

 右部分につき本件訴を却下する。 

 三 訴訟の総費用はこれを一〇分し、その一を被上告人Ｂ７の負担とし、その一を被上告人

Ｂ１、同Ｂ２、同Ｂ３、同Ｂ４、同Ｂ５および同Ｂ６の平等負担とし、その余を上告人の負

担とする。 

理    由 

上告代理人早川浜一の上告理由第一点ないし第四点について。 

原判決によれば、原審は、本訴中第一審判決添付第一目録記載の物件に関する部分を通常の

共同訴訟と解し、右部分についてなされた第一審判決に対しては被上告人Ｂ７のみが控訴し

たのであるから、同被上告人を除くその余の被上告人らについてはこれを審判の対象として

いなかつたのであるが、本訴中第一審判決添付第二目録記載の物件に関する部分を必要的共

同訴訟にあたるものと解した結果、被上告人Ｂ７の控訴によりその余の被上告人ら全員につ

き控訴の効力を生じたものと判断し、右部分につき被上告人ら全員を控訴当事者として審理

判決していることが明らかである。従つて、原審が右第一目録記載の物件に関する部分につい

てまで被上告人Ｂ７を除くその余の被上告人らを当事者として審理、判決した旨の論旨は、原

判決を正解しない独自の見解にすぎない。しかし、本訴中右第二目録記載の物件に関する部分

は、上告人が被上告人らに対し自己および被上告人ら各自の共有持分の確認を求める趣旨の

ものと解せられるところ、共有者間に共有持分につき争のある場合における共有持分確認訴

訟は、自己の共有持分を争われた者がこれを争う者のみを相手方として自己の共有持分のみ

の確認を訴求すれば足りるのであつて、他の共有者に対してその者の共有持分の確認までも
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求める利益はこれを有しないものというべきであり、従つて、上告人としては被上告人らに対

して被上告人ら各自の共有持分の確認を求める訴を提起することは許されないのである。そ

れ故、かかる訴訟が適法であることを前提とし、さらに被上告人ら全員につき合一にのみ確定

すべき場合にあたると認めて、被上告人Ｂ７のみの控訴によりその余の被上告人ら全員につ

き控訴の効力を生じたとして、右物件に関して右全員につき審理、判決した原審は、共有持分

確認訴訟ないしは必要的共同訴訟に関する法令の解釈適用を誤つたものというべく、原判決

はこの点において破棄を免れない。従つて、論旨は理由がある。 

同第五点について。 

相続放棄は家庭裁判所がその申述を受理することによりその効力を生ずるものであるが、そ

の性質は私法上の財産法上の法律行為であるから、これにつき民法九五条の規定の適用があ

ることは当然であり（昭和二七年（オ）第七四三号・同三〇年九月三〇日第二小法廷判決・裁

判集民事一九号七三一頁参照）、従つて、これに反する見解を主張する論旨は理由がなく、ま

た、原審確定の事実関係に照らせば、被上告人Ｂ７を除くその余の被上告人らの本件相続放棄

に関する錯誤は単なる縁由に関するものにすぎなかつた旨の原審の判断は、是認するに足り

る。論旨は採用できない。 

よつて、原判決中、一、前記第一目録記載の物件に関する部分につき、本件上告は理由がな

いからこれを棄却し、二、同第二目録記載の物件に関する部分中、（一）、被上告人Ｂ７を除く

その余の被上告人らに関する部分については、原審は右被上告人らの控訴がないのにもかか

わらず控訴したものとみなして判決しているのであるから、右部分につき原判決を破棄し、

（二）、同じく被上告人Ｂ７に関する部分中、（１）、上告人の共有持分確認を求める部分につ

いては、原審確定の事実関係に照らせば、上告人が右物件につき二一分の一の共有持分を有す

ることの確認を求める上告人の請求は理由があり、これを認容した第一審判決は相当である

から、右部分につき原判決を破棄して、被上告人Ｂ７の控訴を棄却し、（２）、被上告人Ｂ７の

共有持分確認を求める部分は、訴の利益なしとしてこれを却下すべきところ、第一審はこれを

認容し、原審は右第一審判決を取り消して請求棄却の判決をしているのであるから、右部分に

つき原判決を破棄し、第一審判決を取り消して、訴を却下すべく、民訴法四〇八条、三九六

条、三八四条、三八六条、九六条、九五条、八九条、九二条、九三条に従い、裁判官全員の一

致で、主文のとおり判決する。 

（裁判長裁判官 入江俊郎 裁判官 長部謹吾 裁判官 松田二郎 裁判官 岩田誠） 

 

 

※参考：判例タイムズ 179 号 121 頁、判例時報 413 号 58 頁 


